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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスについては、ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を高めて行くための重要な経営政策と認識

し、経営の効率性及び透明性の向上、取締役会及び監査役（会）の機能の強化等を図るため、各種の施策に取り組んでおります。

　当社は、監査役制度の下で執行役員制度を導入し、「監督・意思決定に係る機能」と「業務執行に係る機能」の分離等を図るとともに、取締役の
員数の適正化を図り、意思決定の迅速性・機動性の向上に努めております。併せて、経営の透明性の確保を企図して、独立社外取締役（２名）及
び独立社外監査役（２名）を登用するとともに、経営責任の明確化及び経営環境の変化への迅速な対応を企図して、取締役の任期を１年としてお
ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

＜原則１－４．いわゆる政策保有株式＞

　当社は、経営戦略、取引先や事業提携先等との関係構築・維持・強化等を総合的に勘案し、当社グループの中長期的な企業価値向上に資する
と判断する場合に、他社の株式を保有することがあります。

　また、当社は、取締役会にて、主要な政策保有株式についてそのリスクとリターン等を踏まえた中長期的な経済合理性や将来の見通しを検証
し、これらを反映した保有のねらい・合理性について具体的な説明を行ってまいります。

　議決権行使に当たっては、当社グループの利益に資することを前提に、投資先の中長期的な企業価値向上への貢献等、様々な観点から検討を
行った上で、賛否を総合的に判断いたします。

＜原則１－７．関連当事者間の取引＞

　当社は、取締役が競業取引及び利益相反取引を実施する場合には、取締役会の承認を得ることにしております。

　また、当社は、親会社を含む関連当事者との間で取引を実施する場合には、市場価格等を勘案して交渉の上、一般的な取引条件によることにし
ております。

＜原則３－１．情報開示の充実＞

（ⅰ）当社は、中期経営計画を取締役会にて決議した後は、速やかに東京証券取引所に開示するとともにアナリスト・投資家向け説明会を実施し
ております。また、当社は、ステークホルダー（お客様、社員、社会、環境、株主）に対する東芝テックグループの意志と決意を表明したグループ経
営理念について、当社ホームページ上に開示しております。

（ⅱ）当社は、コーポレート・ガバナンスについては、ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を高めて行くための重要な経営政策と認
識し、経営の効率性及び透明性の向上、取締役会及び監査役（会）の機能の強化等を図るため、各種の施策に取り組んでおります。

（ⅲ）取締役及び執行役員の報酬は、業績に連動しない報酬、業績に応じて支給する報酬、株価との連動性を高めた報酬（株式報酬型新株予約
権）で構成されており、業績に応じて支給する報酬は、業績と連動した評価とともに中期的な打ち手をも評価し、これらを総合的に判断して決定す
る方針としております。

取締役会は、取締役及び執行役員の報酬を決定するに当たっては、取締役４名（内、独立社外取締役２名）で構成され、独立社外取締役を委員
長とした指名・報酬諮問委員会（以下「指名・報酬諮問委員会」といいます。）における審議を経た上で、当該報酬を決定いたします。

なお、監査役の報酬は、監査役の協議により決定しております。

（ⅳ）取締役及び監査役候補者の指名並びに執行役員の選任を行うに当たっては、それぞれの人格、見識等を十分考慮の上、その職務と責任を
全うできる適任者を指名・選任する方針としております。

取締役会は、取締役及び監査役候補者の指名並びに執行役員の選任を行うに当たっては、指名・報酬諮問委員会における審議を経た上で、当
該指名及び選任を行います。

なお、取締役会は、監査役候補者の指名を行うに当たっては、当該候補者の選任に関する議案を株主総会に提出することに関し監査役会の同意
を得た上で、当該候補者の指名を行います。

（ⅴ）取締役及び監査役候補者の略歴、選任理由等は、株主総会招集通知等で開示しております。また、執行役員候補者の略歴等は、適時開示
資料等で開示しております。

＜補充原則４－１－１．経営陣に対する委任範囲の明確化＞

　取締役会は、取締役会規則、取締役会付議基準及び権限基準を定め、取締役会で審議すべき重要事項及び執行役員に委任する権限を明確
化するとともに、執行役員に委任した業務内容を当社ホームページ等で開示しております。

＜原則４－８．独立社外取締役の有効な活用＞

　当社は、東京証券取引所及び当社の定める独立性基準を満たす独立社外取締役２名を選任しております。独立社外取締役は、企業経営者とし
て培われた豊富な経験、見識等を有しており、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、独立した立場から当社の意思決定
並びに業務執行及び利益相反の監督等を行っております。

＜原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質＞

　取締役会は、当社独自の「社外役員の独立性基準」を下記のとおり定めております。また、取締役会は、取締役会における率直・活発で建設的



な検討への貢献を期待すべく、東京証券取引所及び当社の定める独立性基準を満たし、かつ企業経営者として培われた豊富な経験、見識等を有
する人物を独立社外取締役の候補者として選定しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社外役員の独立性基準

取締役会は、上場している金融商品取引所が定める独立性基準に加え、以下の各号のいずれかに該当する者は、独立性を有しないと判断する。

１．当該社外役員が、現在または過去３年間において、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役または使用人として在籍
していた会社の議決権を、現在、当社が10％以上保有している場合。

２．当該社外役員が、現在または過去３年間において、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役または使用人として在籍
していた会社が、現在、当社の議決権の10％以上を保有している場合。

３．当該社外役員が、現在または過去３年間において、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役または使用人として在籍
していた会社と当社との取引金額が、過去３事業年度のうちいずれかの事業年度において、当該他社または当社の連結売上高の２％を超える場
合。

４．当該社外役員が、現在または過去３年間において、現在、当社が当社の総資産の２％以上の資金を借り入れている金融機関の取締役（社外
取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役または使用人であった場合。

５．当該社外役員が、過去３事業年度のうちいずれかの事業年度において、法律、会計、税務の専門家またはコンサルタントとして、当社から役員
報酬以外に1,000万円を超える報酬を受けている場合。また、当該社外役員が所属する団体が、過去３事業年度のうちいずれかの事業年度にお
いて、法律、会計、税務の専門家またはコンサルタントとして、当社からその団体の年間収入の２％を超える報酬を受けている場合。

６．当該社外役員が、現在もしくは過去３年間において業務を執行する役員もしくは使用人として在籍していた法人、または本人に対する当社から
の寄付金が、過去３事業年度のうちいずれかの事業年度において、1,000万円を超える場合。

７．当該社外役員が、現在または過去３年間において、取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役または使用人として在籍
していた会社の社外役員に、現在、当社の業務執行役員経験者がいる場合。

８．当該社外役員が、現在または過去５事業年度における当社の会計監査人において、現在または過去３年間に代表社員、社員または使用人で
あった場合。

注：社外取締役及び社外監査役を総称して「社外役員」という。

＜補充原則４－11－１．取締役会の構成に関する考え方＞

　取締役会は、豊富な経験、見識等専門知識を有した取締役10名（内、独立社外取締役２名）で構成されており、取締役としての役割・責務を実効
的に果たすための知識・経験・能力をバランスよく備え、多様性と適正規模の両立が確保されていると認識しております。

取締役の選任に関する方針・手続は、＜原則３－１．情報開示の充実＞（ⅳ）及び＜原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質＞
に記載しております。

＜補充原則４－11－２．取締役及び監査役の兼任状況＞

　独立社外取締役及び独立社外監査役をはじめ、取締役及び監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、法令等に基づき適時適切に
開示してまいります。

＜補充原則４－11－３．取締役会の実効性の分析・評価及びその概要＞

　取締役会は、現状を認識するとともに課題を抽出し、更なる取締役会の機能向上を図ることを目的として、取締役及び監査役全員に対し以下の
項目についてアンケートを実施し、取締役会の実効性について分析・評価を行いました。

（１）取締役・監査役自身の職務執行に関する事項

（２）取締役会の実効性に関する事項

（３）取締役会の構成に関する事項

（４）取締役会の運営状況に関する事項

（５）取締役会の審議に関する事項

（６）取締役・監査役への支援等に関する事項

アンケート回答を分析した結果、取締役会の実効性は概ね確保されていると評価いたしました。なお、当社は、取締役会の実効性を更に高めるた
め、主に以下の事項の改善に取り組んでまいります。

（１）取締役会における議論の活性化

（２）取締役会における企業戦略や経営方針など大きな方向性に関する議論の重点化

（３）独立社外役員連絡会の機能の充実（取締役会議案に留まらない会社のトピックス等に関する情報共有の実施、独立社外取締役と監査役との
連携強化など）

（４）取締役会の構成の多様性の確保

※「独立社外役員連絡会」とは、定期的かつ必要に応じ開催される独立社外役員で構成する連絡会をいい、同連絡会においては、主に、独立社
外取締役及び独立社外監査役に対する取締役会議案の事前説明や、独立社外取締役と監査役による情報交換などが行われています。

＜補充原則４－14－２．取締役及び監査役に対するトレーニング方針＞

　当社は、取締役及び監査役の経営者意識及び戦略的思考の醸成並びに法的責任・義務の遵守徹底を図るべく、取締役及び監査役に対し、役
員就任時及び就任後定期的に、それぞれに求められる役割・責任に応じたトレーニングの機会を提供しております。

＜原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針＞

　取締役会は、当社グループ全ての役員・従業員がとるべき行動規範として制定した東芝テックグループ基準（以下「グループ行動基準」といいま
す。）において「お客様、株主をはじめとする投資家、地域社会等から正しい理解と信頼を得るため、経営方針、財務データ等の企業情報を、適時
かつ適切に開示します。」と定め、当社は、この周知徹底、実践にグループ一体となって取り組んでおります。

　当社は、このグループ行動基準に基づき、第２四半期決算及び期末決算に係る説明会を開催し、CFOが出席した株主や投資家に決算概要を説
明するとともに、ディスクロージャーポリシーを定め、会社情報の適時適切な開示に努めております。また、株主や投資家から対話の申込みがあっ
た場合には合理的な範囲で対応しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

（株）東芝 144,137,507 50.02

ビーエヌワイエム　エスエーエヌブイ　ビーエヌワイエム　ジーシーエム

クライアント　アカウンツ　エム　アイエルエム　エフイー
14,283,883 4.96

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ） 7,123,000 2.47

みずほ証券（株） 6,361,000 2.21

チェース　マンハッタン　バンク ジーティーエス　クライアンツ　アカウント　エスクロウ 4,352,035 1.51

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 4,335,256 1.50

東芝テック社員持株会 4,225,419 1.47

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　１３３５２４ 3,770,000 1.31

第一生命保険（株） 3,643,000 1.26

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ ＣＯ.　（ＡＶＦＣ）　ＲＥ ＩＥＤＵ　ＵＣＩＴＳ　ＣＬＩＥＮＴＳ

ＮＯＮ　ＬＥＮＤＩＮＧ　１５　ＰＣＴ　ＴＲＥＡＴＹ　ＡＣＣＯＵＮＴ
3,491,000 1.21

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 （株）東芝　（上場：東京、名古屋）　（コード）　6502

補足説明

　【大株主の状況】は、2017年３月31日現在の状況です。上記のほか、自己株式が13,414,454株（割合4.66％）あります。

１．2017年２月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、メリルリンチ・インターナショナル及びその共同保有者であるメリルリ
ンチ日本証券（株）が2017年１月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所
有株式数の確認ができませんので、上記【大株主の状況】には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

・氏名又は名称：メリルリンチ・インターナショナル

所有株式数：15,038千株（割合5.22％）

・氏名又は名称：メリルリンチ日本証券（株）

所有株式数：0株（割合0.00％）

２．2017年５月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、㈱東芝が、㈱みずほ銀行、㈱三井住友銀行及び三井
住友信託銀行㈱その他の取引金融機関合計95社に対する借入金等の債務を担保するため、2017年４月28日付で締結した担保権設定契約に基
づき、同社が保有する当社株式の全てについて上記取引金融機関へ担保として差し入れることに合意した旨が記載されております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　（株）東芝及び東芝グループ各社との取引関係については、市場価格等を勘案して交渉の上、一般的な取引条件に基づき決定しております。ま

た、東芝グループ内リソースの効率的活用の観点から、研究開発委託、業務委託などの各種契約を締結しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の親会社は（株）東芝であり、同社は当社の議決権を52.8％（内、間接所有0.1％）所有しております。

　当社は、東芝グループにおいて、リテールソリューション事業及びプリンティングソリューション事業を担い、開発・製造・販売などの事業全般に亘
り、当社主体の事業運営を行っております。研究開発、相互の商品・部品供給、営業活動など、（株）東芝及び東芝グループ各社とは広範な事業
協力関係にありますが、上場会社として、独立性を維持・確保する中で、今後とも連携を図ってまいります。

　また、当社の子会社の内、国際チャート（株）は国内の金融商品取引所に上場しておりますが、上場子会社としての独立性を維持・確保するた



め、企業集団における業務の適正を確保するための体制に関する事項を除き、原則として個別に経営事項について指示することはしておりませ

ん。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

桑原　道夫 他の会社の出身者 △

長瀬　眞 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

桑原　道夫 ○

桑原道夫氏は、2010年５月から2013年５
月まで、当社の取引先である（株）ダイ
エーの代表取締役社長を務めておりまし
た。当社は（株）ダイエーに対し、ＰＯＳシス
テム等の販売等を行っておりますが、当
社全体の売上に対する同社との取引金額
は僅少であり、同社との取引に重要性は
ありません。

桑原道夫氏は、東京証券取引所及び当社の定
める独立性基準を満たし、かつ企業経営者とし
て培われた豊富な経験、見識等を有しておりま
す。このため、同氏は、一般株主と利益相反が
生じるおそれがなく、当社の意思決定並びに業
務執行の監督等を果たすことができるものと判
断し、社外取締役として選任するとともに独立
役員に指定しております。



長瀬　眞 ○ ―――

長瀬眞氏は、東京証券取引所及び当社の定め
る独立性基準を満たし、かつ企業経営者として
培われた豊富な経験、見識等を有しておりま
す。このため、同氏は、一般株主と利益相反が
生じるおそれがなく、当社の意思決定並びに業
務執行の監督等を果たすことができるものと判
断し、社外取締役として選任するとともに独立
役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社の取締役会は、指名・報酬に係る取締役会機能の独立性・客観性を強化するため、任意の諮問機関として「指名・報酬諮問委員会」を設置
しております。当該委員会は、取締役４名（内、独立社外取締役２名）で構成され、独立社外取締役が委員長を務めております。

　また、当該委員会における主な審議事項は以下のとおりです。

（１）指名に関する事項

　・取締役及び監査役の選任・解任

　・代表取締役及び役付取締役の選定・解職

　・執行役員の選任・解任

（２）報酬に関する事項

　・取締役及び執行役員の評価並びに報酬等

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、監査役４名(内、独立社外監査役２名)による監査、会計監査人による会計監査、社長直属組織「経営監査部門」による内部監査を実施
いたしております。監査役、会計監査人及び経営監査部門は、年間予定、業務報告等の定期的な打ち合わせを含め、必要に応じ随時意見・情報
交換等を行い、相互の連携を高めております。また、監査役、会計監査人及び経営監査部門は、内部統制関連部門との間で必要に応じ随時意
見・情報交換等を行っております。

　なお、会計監査はＰｗＣあらた有限責任監査法人に依頼しており、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成につい
ては下記のとおりです。

　　　・業務を執行する公認会計士の氏名（カッコ内は継続監査年数）

　　　　指定有限責任社員　業務執行社員　萩森正彦（１年）、岸信一（１年）、善塲秀明（１年）

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大内　猛彦 弁護士

田渕　秀夫 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大内　猛彦 ○ ―――

大内猛彦氏は、東京証券取引所及び当社の定
める独立性基準を満たし、かつ弁護士として培
われた豊富な経験、見識等を有しております。
このため、同氏は、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがなく、当社の業務執行の監査等を
果たすことができるものと判断し、社外監査役
として選任するとともに独立役員に指定してお
ります。

田渕　秀夫 ○ ―――

田渕秀夫氏は、東京証券取引所及び当社の定
める独立性基準を満たし、かつ企業経営者及
び監査役として培われた豊富な経験、見識等
を有しております。このため、同氏は、一般株
主と利益相反が生じるおそれがなく、当社の業
務執行の監査等を果たすことができるものと判
断し、社外監査役として選任するとともに独立
役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　取締役及び執行役員の報酬は、業績に連動しない報酬、業績に応じて支給する報酬、株価との連動性を高めた報酬（株式報酬型新株予約権）
で構成されております。

　業績に応じて支給する報酬は、業績と連動した評価とともに中期的な打ち手をも評価し、これらを総合的に判断して決定する方針としておりま
す。　

　株式報酬型新株予約権は、業務執行取締役及び執行役員に対し割り当てております。なお、業務執行取締役に対する株式報酬型新株予約権
に係る報酬額は、年額30百万円以内としております。



ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

該当項目に関する補足説明

　報酬と株価との連動性を高め、株主の皆様と利害を共有することで、株価上昇及び業績向上に対する意欲や士気を高め、企業価値の増大を図
るため、業務執行取締役及び執行役員に対し、株式報酬として新株予約権を割り当てる制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

ホームページに、有価証券報告書、事業報告を掲載しております。

2016年度(2016年４月１日から2017年３月31日まで)の役員区分ごとの報酬等の総額及び報酬等の種類別の総額（単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　報酬等の総額　　基本報酬　　株式報酬型新株予約権　　賞　与

　　取締役　８名　　　　　　　　 　171　　　　　　　120　　　　　　　　　　20　　　　　　　　 　 31

　　（社外取締役を除く）

　　監査役　３名　　　　　　　　　　29　　　　　 　　 23　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　 5

　　（社外監査役を除く）　

　　社外役員　４名　　　　　　　　 20　　　　　　　　20　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　 ―

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

前述のコーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示 ＜原則３－１．情報開示の充実＞（ⅲ）をご参照下さい。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　原則、独立社外取締役については総務部門が、独立社外監査役については監査役室（専従スタッフ）がサポートしております。また、経営の透明
性の確保を企図して、必要に応じ随時意見交換、情報の伝達、会議における資料の事前配布を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）現状の体制の概要

　当社は、監査役制度の下で執行役員制度を導入し、「監督・意思決定に係る機能」と「業務執行に係る機能」の分離等を図るとともに、取締役の
員数の適正化を図り、意思決定の迅速性・機動性の向上に努めております。併せて、経営の透明性の確保を企図して、独立社外取締役（２名）及
び独立社外監査役（２名）を登用するとともに、経営責任の明確化及び経営環境の変化への迅速な対応を企図して、取締役の任期を１年としてお
ります。

　取締役会にて選任された執行役員は、取締役会が決定した経営の基本方針及び重要な事項に従い、業務執行を行っております。

　経営監視面では、取締役10名（内、独立社外取締役２名）による業務執行の監督、監査役４名（内、独立社外監査役２名）による監査、会計監査
人による会計監査を実施するとともに、社長直属組織「経営監査部門」による内部監査を実施しております。

　また、当社は、取締役及び監査役候補者の指名、執行役員の選任、並びに取締役及び執行役員の報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観
性と説明責任を強化するため、取締役会の下に指名・報酬諮問委員会を設置し、独立社外取締役の適切な関与・助言が得られる体制を整備して
おります。

（２）監査役の機能強化に係る取組み状況

　当社は、監査役の職務を補助するため「監査役室」を設置するとともに、監査役の職務を補助させる従業員の人事について監査役と事業協議を

行うこととしております。また、当社は、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項が生じたとき、監査役に対して都度報告を行うとともに、監査役に対

し経営会議等重要な会議への出席の機会を提供しております。

　監査役は、会計監査人及び経営監査部門（内部監査部門）と、年間予定、業務報告等の定期的な打ち合わせを含め、必要に応じ随時意見・情
報交換等を行い、相互の連携を高めております。また、監査役は、内部統制関連部門との間で必要に応じ随時意見・情報交換を行っております。

（３）責任限定契約の状況

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締
結することができる旨定款に定めております。

　当社は、社外取締役 桑原道夫氏、同 長瀬眞氏、社外監査役 大内猛彦氏及び同 田渕秀夫氏との間で、会社法第423条第１項の責任につい

て、会社法第425条第１項各号に掲げる額の合計額を限度として、損害賠償責任を負う旨の責任限定契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　現状の体制により、当社のコーポレート・ガバナンスは十分に機能していると判断しているため、現状の体制を選択しております。

　独立社外取締役の役割や機能については、コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示 ＜原則４－８．独立社外取締役の有効な活用

＞に記載しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 原則、株主総会開催日の３週間以上前に発送することとしております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を行うことができます。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家の株主様は、（株）ＩＣＪの提供する議決権電子行使プラットフォームを利用い
ただ

けます。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（要約）の英文を作成し、（株）東京証券取引所のＷＥＢサイト（東証上場会社情
報サ

ービス）などで提供しております。

その他
定時株主総会では、事業概況等をビジュアル化して報告することにより、出席された株主
様

に、よりわかりやすく、より深く当社を理解いただけるよう、努めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、公表しております。ディスクロージャー

ポリシーの内容は、後記の「その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する

事項」をご参照下さい。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期決算及び期末決算に係る説明会を開催し、ＣＦＯがその概要説明

を行っております。
あり

IR資料のホームページ掲載

ＩＲに関するＵＲＬは、以下のとおりであります。

　　http://www.toshibatec.co.jp/company/ir/

ホームページに、決算情報、適時開示資料、有価証券報告書・四半期報告

書、ビジネスレポート、株主総会情報等の投資家向け情報を掲載しておりま

す。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ事務連絡責任者は、経営企画部広報室長であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ステークホルダー（お客様、社員、社会、環境、株主）に対する東芝テックグループの意志と
決

意を表明したグループ経営理念「私たちの約束」を制定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

ＣＳＲ推進センターを設置し、法令遵守、お客様満足、人権尊重、社会貢献、環境保全な
ど、ＣＳ

Ｒに関連する諸活動を体系化し、活動を進めております。また、毎年ＣＳＲ報告書を発行し
て活

動内容を開示するとともに、ホームページ（http://www.toshibatec.co.jp/company/csr/）に
ＣＳＲ活動に関する情報を掲載しております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社グループ全ての役員・従業員がとるべき行動規範としてグループ行動基準を制定し、
情報

開示に関して「お客様、株主をはじめとする投資家、地域社会等から正しい理解と信頼を
得るた

め、経営方針、財務データ等の企業情報を、適時かつ適切に開示します。」と定め、この周
知徹

底、実践にグループ一体となって取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に係る法令等の遵守、資産の保全という観点から、内部統制システムの充

実に努めております。

　当社は、取締役会決議に基づき、以下のとおり内部統制システムを整備するとともに、当社子会社についても当社に準じて内部統制システムの

整備を行うこととしております。

【 当社グループの業務の適正を確保するための体制 】

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ア．取締役会は、全ての役員、従業員が共有する価値観と行動規範を明確化した「グループ行動基準」を策定し、取締役及び執行役員は、高い
倫理観と遵法の精神をもって「グループ行動基準」を遵守する。

　イ．取締役会は、定期的に取締役及び執行役員から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について取締役及び執行役員に随時取

締役会で報告させる。

　ウ．取締役会は、経営監査部門長から定期的に経営監査結果の報告を受ける。

　エ．監査役は、定期的に取締役及び執行役員のヒアリングを行うとともに、経営監査部門長から経営監査結果の報告を受ける。

　オ．監査役は、「監査役に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反等について取締役及び執行役員から直ちに報告を受ける。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　ア．取締役及び執行役員は、「情報セキュリティ管理基本規程」、「書類保存年限に関する規程」等に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要

書類、その他各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。

　イ．取締役及び執行役員は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報を取締役、執行役員及び監査役が閲覧でき

るシステムを整備する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、ＣＲＯという。）は、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コ

ンプライアンス委員会の委員長として当社グループのクライシスリスク管理に関する施策を立案、推進する。施策の立案・推進にあたってはその実
効性を確認・改善することにより、当社グループ全体の損失の危険の管理を適切に行う。

　イ．取締役及び執行役員は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、当社グループのビジネスリスク要因の継続的把握とリスクが顕在
化した場合の損失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、取締役及び執行役員が策定した当社グループの中期経営計画、年度予算を承認する。

　イ．取締役会は、取締役及び執行役員の権限、責任の分配を適正に行い、取締役及び執行役員は、「業務分掌規程」、「役職者職務規程」に基

づき従業員の権限、責任を明確化する。

　ウ．取締役及び執行役員は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。

　エ．取締役及び執行役員は、「取締役会規則」、「権限基準」等に基づき、適正な手続に則って業務の決定を行う。

　オ．取締役及び執行役員は、当社及び子会社の適正な業績評価を行う。

　カ．取締役及び執行役員は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決定システム等の情報処理システムを適切に運

用する。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ア．取締役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、従業員に「グループ行動基準」を遵守させる。

　イ．ＣＲＯは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長として当社グループのコンプライ
アンスに関する施策を立案、推進する。

　ウ．当社は、役員及び従業員が当社の違法行為に接した場合、当社に対して通報できる制度（以下、内部通報制度という。）を設置し、取締役及
び執行役員は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行う。当該制度を利用したことを理由に、不利な取扱いをし
ないことを「グループ行動基準」に明記する。

（６）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　ア．当社は、独立性を維持・確保する中で、親会社と適切な連携を図りながら、業務の適正を確保するための体制を整備する。

　イ．子会社は、「グループ行動基準」を採択、実施し、各国の法制、事情に応じ内部通報制度を整備する。

　ウ．当社は、子会社の事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」等に基づき当社に報告が行われる体制を構築する。

　エ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情に応じて推進させる。

　オ．国内の子会社は、「グループ監査役監査方針」に基づいた監査役の監査体制を構築する。　

　カ．当社は、必要に応じ子会社の効率的職務執行状況及び業務プロセスを対象とした経営監査を実施する。

　キ．当社は、当社グループに共通する制度、業務プロセスを適正かつ効率的に運用し、共有する資源について適正かつ効率的に配分する体制
を構築する。

【 監査役の職務の執行のために必要なもの 】

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　ア．取締役及び執行役員は、監査役の職務を補助するため監査役室を設置する。

（８）前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　ア．取締役及び執行役員は、監査役室の所属従業員の人事等について、監査役と事前協議を行う。当該従業員は、もっぱら監査役の指揮命令
に従う。

（９）監査役への報告に関する体制

　ア．取締役、執行役員、従業員は、「監査役に対する報告等に関する規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項が生じたとき、監査
役に対して都度報告を行う。

　イ．国内の子会社は、「グループ監査役連絡会」等を通じ、定期的に当該子会社の状況等を監査役に報告をする。

　ウ．取締役社長は、監査役に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提供する。

（１０）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　ア．監査役に報告をした当社グループの役員及び従業員については、報告を行ったことを理由に、不利な取扱いをしないことを「監査役に対する
報告等に関する規程」に明記する。

（１１）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

　ア．当社は、監査役がその職務の執行につき、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等を請求した時は、担当部門が審議の上、当該
請求に係る費用等が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等を処理する。

（１２）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制



　ア．取締役社長は、定期的に監査役と情報交換を行う。

　イ．取締役、執行役員、従業員は、定期的な監査役の往査・ヒアリング等を通じ、職務執行状況を監査役に報告する。

　ウ．経営監査部門長は、期初に経営監査の方針、計画について監査役と事前協議を行い、経営監査結果を監査役に都度報告する。

　エ．監査役は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等について会計監査人に説明、報告を行わせる。

　オ．取締役及び執行役員は、期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査役に説明を行う。

　カ．取締役社長は、経営監査部門長の独立性確保に留意し、経営監査部門長の人事について、監査役に事前連絡、説明を行う。

　キ．取締役及び執行役員は、業務プロセスを対象とした経営監査の実施結果を監査役に都度報告する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力による事業活動への関与防止及び当該勢力による被害防止を図るため、内部統制システムの一環として、以下のとおり

反社会的勢力排除に向けた体制整備を行っております。

（１）統制環境の整備

　1997年12月、取締役会にて反社会的勢力との関係根絶を決議し、適法かつ適正な事業活動を妨げる反社会的勢力からの接触への対応を行っ

ております。

　また、2006年７月、反社会的勢力との関係根絶に向けた対応を強化するため、反社会的勢力による事業活動への関与を拒絶する旨を「グルー

プ行動基準」に明記するとともに、その趣旨を反映した条項を標準契約書に追加するなどの施策を実施いたしました。2008年４月には、「渉外監理
基本規程」を制定し、渉外監理総括責任者の設置を含む管理体制の充実、対応方針の明確化を図っております。

（２）リスク評価の徹底

　反社会的勢力による事業活動への関与を拒絶する旨を「グループ行動基準」に明記することにより、反社会的勢力に関与することのリスク認識

を明確にしております。

　また、「グループ行動基準」冊子の配布、同基準の教育の継続的実施などにより、反社会的勢力との関係根絶を役員・従業員に徹底しておりま

す。

（３）統制活動の推進

　反社会的勢力との接触の禁止を徹底する観点から、渉外監理部門が中心となって、反社会的勢力への対応要領の整備、教育の継続的実施な

ど、役員・従業員に対する啓蒙活動を推進しております。

　また、「グループ行動基準」に同基準違反者に対する懲戒規定を設け、同基準の遵守徹底を図っております。

（４）情報伝達の明確化

　渉外監理部門が関係情報の収集・伝達を行い、関係者への周知徹底を図っております。

　また、警察、弁護士、全国暴力追放運動推進センター等（以下、外部専門機関という。）との連絡窓口を定めて情報伝達を円滑に行うことにより、
反社会的勢力からの接触に適時適切に対応できる体制を構築しております。

（５）監視活動

　反社会的勢力排除に向けた管理体制下で自主監査を行っている他、監査役の往査・ヒアリング、経営監査部門の内部監査などによる監視を実

施しております。

（６）外部との緊密な関係構築

　反社会的勢力からの接触に備え、外部専門機関と適宜情報交換を行うなど、外部専門機関と緊密な連携関係を構築しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、買収防衛策を導入しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　今後も社会環境・法制度等の変化に応じて、当社にふさわしい仕組みを構築し、経営の透明性の確保、取締役会及び監査役（会）の機能の強

化等を図ってまいります。

（適時開示体制の概要）

　当社は、グループ行動基準において、情報開示に関して「お客様、株主をはじめとする投資家、地域社会等から正しい理解と信頼を得るため、経
営方針、財務データ等の企業情報を、適時かつ適切に開示します」と定め、この周知徹底、実践にグループ一体となって取り組んでおります。

　そして、このグループ行動基準とともに、「インサイダー取引防止規程」、「情報セキュリティ管理基本規程」、「関係会社管理規程」といった会社情
報の管理及び適時開示に関連する社内規程を制定して、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に実施する体制を構築しております。

　これらのグループ行動基準及び関連規程に基づく当社の適時開示に係る体制等は、以下のとおりとなっております。

（１）決定・発生事実の適時開示体制について（参考資料２ 参照）

　決定・発生事実については、適時開示情報となる可能性が生じた時点で、所管部門が直ちに法務部門に報告することとしております。法務部門
は、この報告を受けた後、適時開示の要否を判定するとともに、適時開示を要する場合には、経営企画部門及び関連部門と連携のうえ開示内容
の取りまとめ等を行い、取締役会での意思決定等を経て、経営企画担当執行役員が情報取扱責任者、経営企画部門が担当窓口となって当該情
報を適時開示することとしております。

　また、子会社に係る重要な決定・発生事実についても、適時開示情報となる可能性が生じた時点で、子会社が直ちに当社に報告することを制度

化し、適時開示を行うこととしております。

（２）決算情報の適時開示体制について（参考資料２ 参照）

　決算、配当、業績予想等の決算情報については、財務部門が中心となって関連情報（子会社に係るものを含む）の収集にあたり、適時開示情報
となり得る可能性が生じた時点で、財務部門、経営企画部門及び法務部門が連携して、適時開示の要否の判定や、開示内容の取りまとめ等を行
い、取締役会での意思決定等を経て、経営企画担当執行役員が情報取扱責任者、経営企画部門が担当窓口となって、当該情報の適時開示を実
施することとしております。

（３）適時開示情報の管理体制等について

　適時開示情報の管理にあたっては、社内規程に基づき、法務部門が該当情報の情報統制を行うこととし、該当情報に接する者を必要最小限に
止めるとともに、これらの関係者からは機密保持及び当社株券等売買禁止の「誓約書」を取得するなど、該当情報の漏洩防止、インサイダー取引

防止のための措置を講じております。また、インサイダー取引規制を含めたコンプライアンス教育を適宜行うなど、適時開示情報の取り扱いに充

分配慮するよう、周知徹底に努めております。






